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研究要旨 
 HIV 感染症は早期発見・治療により感染拡大と発症を防止することが必要である
が、我が国では症状が出て初めて感染が判明する HIV 症例は総報告数の約 30％を占
める。そのうち就労世代は約 76％を占め、保健所等無料匿名検査を利用しにくい就
労世代において発症する前に HIV 感染を検知する機会が失われている恐れがある。 
 本研究では、労働安全衛生法第 66 条に基づき事業者が労働者に対して実施する
定期健康診断（規則第 44 条）において事業者に結果を知られること無く受けられ
る HIV 検査環境を健診施設に整備する方法の検討、健診受診者に最新の HIV 治療の
情報や支援制度・支援組織を紹介することによる HIV/エイズの啓発、定期健康診断
の機会に実施するHIV検査を通じて潜在的な感染者を発見するための費用対効果の
評価を行う。今年度は健診施設における HIV 検査の提供状況等、現状を調べるため
にアンケート調査を行い、また匿名 HIV 検査システムの開発に着手した。 
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Ａ.研究目的 
 HIV 感染症は早期発見・治療により感染の拡
大と発症を防止することが必要であるが、我が
国では症状が出て初めて感染が判明する HIV
症例が 2016 年の総報告数の約 30％（1448 例中
437 例）を占め、そのうち就労世代の 30〜59
歳は約 76％を占める。大阪府内における我々
の調査でも同様の結果が得られている（川畑、
南界堂通信 2013 年春号、MASH 大阪編）。HIV
検査は保健所での無料匿名検査を軸とするが、
時間・空間的制約から、就労世代にとっては利
用しにくい。その結果、発症する前に HIV 感染
を検知する機会が失われている恐れがある。 
 本研究では、労働安全衛生法第 66 条に基づ

き事業者が労働者に対して実施する定期健康
診断（規則第 44 条）において匿名 HIV 検査を
事業者に結果を知られること無く受けられる
環境を健診センターあるいは人間ドック施設
（以下、健診施設）に整備する方法の確立、健
診受診者に最新の HIV 治療の情報や陽性者向
け支援制度・支援組織を紹介することによる
HIV/エイズの啓発、定期健康診断の機会に実施
する HIV 検査を通じて潜在的な感染者を発見
するための費用対効果の評価を行う。 
 今年度は以下の研究を行った。 
(1)健診センター・人間ドック施設における
HIV 検査の提供状況等の調査に関する研究 
(2)ICT(Information and Communication 
Technology)を活用した健診施設向け匿名 HIV
検査結果返却システム（以下、匿名 HIV 検査シ
ステム）の開発に関する研究 
 
Ｂ.研究方法 
(1)健診センター・人間ドック施設における
HIV 検査の提供状況等の調査に関する研究 
 本研究では、匿名 HIV 検査の受容性の観点か
ら、出張型の健診ではなく施設型の健診（健診
センター等）を対象とすることとした。施設型
健診における HIV 検査の提供状況と受容性を
把握し、また匿名 HIV 検査を試行可能な健診施
設を獲得するため、健診施設向けアンケート調
査を実施した。 
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 方法としては、日本総合健診医学会から優良
総合健診施設と認定を受けている健診施設、あ
るいは日本人間ドック学会の会員施設のうち
インターネット上に公開されている重複を除
いた日本全国の 1,784 ヶ所の健診施設を対象
とし、受診者が自ら希望して受けるオプション
項目も含め健診で HIV 検査を実施しているか
どうか等、自記式アンケート用紙（資料 1）を
郵送し、回収した回答を解析した。質問内容に
ついては、東京医科大学の福武勝幸先生（日本
総合健診医学会理事長）のご意見も伺い、質問
項目に反映させた。 
 大阪府内の施設を対象にした調査を平成 30
年 2 月 8 日から 2 月 20 日まで実施し、大阪府
内の施設を除いた全国の施設を対象にした調
査を、平成 30 年 2 月 21 日から 3月 9日まで実
施した。 
(2)ICT を活用した健診施設向け匿名 HIV 検査
システムの開発に関する研究 
 職域健診では、健診の依頼元である事業所の
厚生担当者等に検査結果を知られてしまう恐
れがあることが、健診における HIV 検査の利用
を阻害する要因となることが想像できる。そこ
で、受検者のみが検査結果を知る秘匿性の高い
仕組みを開発し、検査と結果通知を健診自体と
は別に実施する仕組みを構築する。具体的には、
(Ⅰ)ICTを利用した匿名HIV検査システムの開
発、(Ⅱ)臨床検査会社･健診システム開発会社
へのヒアリング調査、(Ⅲ)健診センター･人間
ドック施設のへのインタビュー調査を実施し
た。 
(Ⅰ)ICTを利用した匿名HIV検査システムの開
発では、これまで自発 HIV 検査相談(VCT)に関
わってきた経験と健診施設を利用した際の経
験をもとに、健診施設において HIV 検査を匿名
で受けることが可能となる様な検査システム
を検討した。実際のシステム開発は秘密保持契
約を結んだ ICT 企業に外部委託を行うことと
した。 
(Ⅱ)臨床検査会社･健診システム開発会社への
ヒアリング調査では、匿名 HIV 検査システムが、
健診施設で行われている各種血液検査の情報
や検体の流れを阻害し現場に混乱をもたらす
ことが無いかどうか、健診システム開発会社の
担当者と、健診施設が血清検査の外部委託を行
うことが多い臨床検査会社の担当者にヒアリ
ングを行った。 
(Ⅲ)健診センター･人間ドック施設のへのイン
タビュー調査では、健診事業の実際や、様々な
健診別の利用者集団の背景を把握し、また、研
究１で検討した匿名 HIV 検査システムが現場

に導入するに当たって、どの様な問題が考えら
れるかを把握するために、健診施設の責任者に
インタビュー調査を行った。 
（倫理面の配慮） 
本研究は地方独立行政法人 大阪健康安全基盤
研究所倫理審査委員会の承認を得て実施した
（申請番号：1802-077）。また、健診施設への
アンケート調査においては、回答した施設が特
定されることのない様、記載に配慮した。 
 
Ｃ.研究結果 
(1)健診センター・人間ドック施設における
HIV 検査の提供状況等の調査に関する研究 
 web 上に公開されている日本総合健診医学
会の優良認定施設、日本人間ドック学会の会員
施設で重複を除いた日本全国の 1,784 ヶ所に
対しアンケートを実施したところ、459 件の回
答が得られ、有効回答率は 25.7％であった。 
 アンケートの回答数は459件（回収率25.7%）
で、その内 HIV 検査を提供している施設は 140
ケ所（30.5%）あった。H28 年度の受診者数の
合計は 9,863,642 名、そのうち HIV 検査を提供
している施設の受診者数の合計は 2,912,993
名（29.5%）、HIV 検査受検者数の合計は 4,536
名であった（HIV 検査受検機会があった内の
0.16%）。検査料金は 0〜8640 円(税込)、中央値
2959 円であった。 
 HIV 感染者が見つかったことがあると回答
した施設は 5施設あったが、1施設目について
はアンケートでは HIV 確認検査も陽性対応も
していないとの回答であった。2施設目も確認
検査は実施しない、との回答であった。3施設
目はスクリーニング検査で陽性であったが、確
認検査は行っていないとの回答であった。4施
設目はスクリーニング検査で陽性の場合はそ
のまま確認検査を実施する事になっており、実
際に HIV 感染者が確認されていた。また 5施設
目に関しては問い合わせ中である。 
 検査の説明や結果報告は文書による施設が
多かった。HIV 検査を提供している施設の多く
が受診者からの要望を主な導入理由に挙げ、一
方、HIV 検査を提供していない施設の多くが単
にこれまで導入する機会がなかったからと回
答した。陽性時の対応が困難だと感じたり、検
査前後のカウンセリング等の準備やプライバ
シーの保護に不安を感じたりして提供に踏み
切れなかった施設や、HIV 検査自体が健診にな
じまないと考え提供していない施設も存在し
た。 
(2)ICT を活用した匿名 HIV 検査システムの開
発 
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(Ⅰ)ICTを利用した匿名HIV検査システムの開
発 
 健診機会における匿名 HIV 検査の情報と検
体の流れを整理し、匿名検査システムの原案を
作成した。ICT 企業からは、原案は技術的には
問題が無く、実現可能とのことであったが、今
年度、当研究の採択時期が遅く、年度末までの
期間が短すぎたため、短い期間での当該システ
ムの開発受託は難しいという回答を複数の
ICT 企業から得た。 
(Ⅱ)臨床検査会社･健診システム開発会社への
ヒアリング調査 
 臨床検査会社の担当者と健診システム開発
会社の担当者からヒアリングを行ったところ、 
すでに臨床検査会社等へ検査の外部委託を行
っている健診施設では、検査を匿名化すること
は難しいことが、また、すでに導入された健診
システムを利用している健診施設の場合、健診
システムを改修することは非常に難しいこと
が明らかとなった。 
(Ⅲ)健診センター･人間ドック施設のへのイン
タビュー調査 
 健診施設の責任者２名に、健診施設全般につ
いてインタビュー調査を行った。その結果、HIV
検査を健診機会を利用して提供することにつ
いては賛同が得られた。また、もしも実際に
HIV 検査を健診で提供するなら、健診システム
等の準備にかなり時間がかかるが、検査を導入
すること自体についてはそれ程敷居が高くな
いことが明らかとなった。 
 
Ｄ.考察 
(1)健診センター・人間ドック施設における
HIV 検査の提供状況等の調査に関する研究 
 日本全国の健診施設 1784 ヶ所へのアンケー
ト調査では、459 ヶ所(25.7％)の施設から回答
を得たが、郵送アンケート調査の回収率の目安
は概ね 25%前後というアンケート調査会社の
回収率とほぼ同様で、近年の世上では妥当な数
字であったと考えられた。 
 調査結果からは HIV スクリーニング検査を
提供している健診施設は 140 件（31%）で、提
供し始めた理由は受診者からの要望があった
から、が 124 件と一番多いことから、健診施設
は要望があれば HIV 検査の提供を行える状況
であると考えられた。これら施設の健診全般の
利用者数の中で、HIV スクリーニング検査を利
用したのは、0.16%（4,536 名/2,912,993 名）
とわずかであったが、健診受診者に HIV 検査の
ニーズがある事が明らかとなった。HIV スクリ
ーニング検査希望者への検査前カウンセリン

グ等については、140 件のうち 22 施設が口頭
または書面で実施していた。今後、健診機会を
利用した HIV 検査の普及をすすめていくので
あれば、検査前カウンセリングのあり方につい
て検討が望まれる。HIV スクリーニング検査の
結果通知方法については、「本人のみに通知」
が全体として多かった。また、その他の通知方
法を選択している施設の中には、本人に要望に
より通知方法を決定している施設や、本人のみ
に面談で知らせている健診施設もあり、各施設
で匿名性と告知にかかる心理的側面について
考慮しているものと考えられた。検査結果が陽
性であった場合の対応については、「HIV スク
リーニング検査のみで確認検査は実施しな
い。」が 101 件と最も多い回答であったが、「医
師による結果説明・告知」が 30件、「拠点病院
等他の医療機関を紹介」が 26 件とその後のフ
ォローをしている施設も多くあった。HIV スク
リーニング検査で陽性の場合、受診者がその後
に HIV 確認検査を受けたかどうかを確認して
いる健診施設は 17 件あり、陽性の結果をうけ
て医療に繋げようとする配慮があると思われ
る。今後も陽性の結果が出た場合の支援につい
ては力を入れていくことが望まれる。 
 アンケート結果では、これまで自施設の HIV
スクリーニング検査を通じて HIV 感染者が見
つかった事があると回答した施設は 5 施設あ
ったが、他のアンケート項目の回答や電話での
追加聞き取り調査から、実際に HIV 感染者が
確認されたのは 1施設で、もう 1施設では、ア
ンケートでは WB 法と NAT(核酸増幅検査)によ
る確認検査を実施していると回答した施設で
あるため、実際の HIV 感染者であった確度がか
なり高いが、現在問い合わせ中で、確認は取れ
ていない（他の 3施設はスクリーニング検査の
み陽性）。 
 HIV スクリーニング検査を提供していない
健診施設の理由では、「これまで導入（を検討）
する機会が無かったから」が 189 件と多く、機
会があれば検討する余地があると思われた。次
に「陽性が見つかった場合の対応が煩雑・困難
だから」が 118 件、「検査前後のカウンセリン
グ等、対応の準備に不安があるから」が 98 件
であり、健診機会を利用した HIV 検査機会を拡
大するには、施設が不安なく HIV 検査の提供を
開始できるようなシステムや要項を提示する
ことが必要である。 
 健診施設では多くの受診者に対し種々の幅
広い項目の検査を短時間で効率よく提供しな
くてはいけない状況があるため、HIV 検査を実
施する場合であっても、保健所の HIV 検査の様
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にきめ細やかに対応することには限界がある。
その上で、健診機会に HIV 検査の提供を進め、
HIV 検査機会の拡大をはかるには、これまで行
政や専門の医療機関が蓄積してきた HIV 検査
の事前事後・Q&A 等を含む資料を一般の医療機
関や健診施設にも活用できるように整理し、健
診施設の現状に即した HIV 検査の流れや方法
に加え、最新の疫学情報や治療の現状を含めた
情報も提示する必要があると考える。 
 HIV 感染者を発見するための費用対効果の
評価については、今回のアンケートのみでは困
難だが、陽性者が検知されている頻度をふまえ
て、今後の検討につなげたいと考える。 
(2)ICT を活用した匿名 HIV 検査システムの開
発 
(Ⅰ)ICTを利用した匿名HIV検査システムの開
発 
 健診における HIV 検査の結果は、確認検査ま
で実施した結果を返却するのが望ましいが、
HIV 検査における確認検査の陽性結果は診断
的な意味合いが強く、対面では無く、web 等で
確認検査の陽性結果を伝えることは、現状では
時期尚早だという意見もある。今後、広く議論
していく必要性があるが、web 等での結果返却
の利便性と秘匿性を考慮し、スクリーニング検
査の結果が陽性の場合で、確認検査で陰性とな
った事例については、確認検査の結果を加味し、
陰性と結果を返すことを提案したい。 
 一方、対面では無く web 等を通じて HIV 検査
の結果を返却する事は、法的には問題とならな
いことを、弁護士への相談により確認した。 
 (Ⅱ)臨床検査会社･健診システム開発会社へ
のヒアリング調査 
 臨床検査会社等へのヒアリング調査の結果、
既存の検査･健診システムと新たに考案する匿
名検査システムの併用は難しいことが明らか
となった。しかしながら、健診施設へのアンケ
ート調査の結果より、すでに健診において HIV
検査を提供している健診施設が少なくない事
から、職域健診の機会を利用し HIV 検査の提供
を普及させて行くには、まず、すでに HIV 検査
を提供している健診施設の協力を得て、匿名に
こだわらず、事業所へ検査結果が返却されない
ことを担保した HIV 検査システムの提供を普
及させて行くことが大切だと思われた。 
(Ⅲ)健診センター･人間ドック施設のへのイン
タビュー調査 
 複数の健診施設の責任者にインタビュー調
査を行った結果、健診施設における HIV 検査の
受容性が高い印象を得た。しかし、HIV 検査を
提供していない健診施設では検査の提供の準

備に時間がかかるため、ある程度の余裕を見て
提供を依頼する必要があると思われた。また、
研究期間終了後も健診施設の事業として HIV
検査の提供を続けて行くには、事務費や人件費
等も含めた採算が取れる料金を健診施設が設
定し、その額を研究費で補助する方法が良いと
思われた。 
 匿名 HIV 検査システムは、完成後、現在 HIV
検査を提供していない施設に検査の提供を依
頼する際に、検査の導入の一つのオプションと
してその使用を提案するのが有効であると示
唆された。 
 
Ｅ.結論 
(1)健診センター・人間ドック施設における
HIV 検査の提供状況等の調査に関する研究 
 健診センター・人間ドック施設における健診
受診者に HIV 検査のニーズがあり、受診者から
の要望により HIV 検査の提供を行い、実際に
HIV スクリーニング検査で陽性の場合は、その
後に HIV 確認検査受検の有無を確認したり、医
師による結果説明・告知、専門医療機関の紹介
などを行ったりしている施設が存在すること
が明らかになった。 
 健診機会を利用した HIV 検査の提供を推進
するのであれば、健診施設の現状に即した HIV
検査の流れや方法を提示する必要があると考
える。 
(2)ICT を活用した匿名 HIV 検査システムの開
発 
 匿名 HIV 検査システムの開発に着手した。今
年度は研究期間が短く、受注可能な ICT 企業は
無かった。 
 次年度以降は、匿名 HIV 検査システムの開発
や HIV 検査を提供している健診施設における
無料 HIV 検査の試行、受検者向け啓発資材の開
発を行い、匿名 HIV 検査システム完成後は健診
施設における匿名 HIV 検査の試行を実施した
い。さらに、陽性率や費用対効果の推計も実施
する。 
 
Ｆ.健康危険情報 
 特になし。 
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